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資本準備金、利益準備金及び別途積立金の額の減少 

並びに剰余金の処分についてのお知らせ 
 
当社取締役会は平成21年 2月 26日付けで、平成21年 3月 30日開催予定の第24期定時株主総会に、下記の

とおり「資本準備金、利益準備金、及び別途積立金の額の減少並びに剰余金の処分の件」について付議すること

を決議しましたのでお知らせします。 

 

記  

 

１． 資本準備金、利益準備金及び別途積立金の額の減少並びに剰余金の処分の目的  

 

将来における株主への配当やその他今後の柔軟かつ機動的な資本政策に備えるものであります。 

なお、当社では将来の配当に関する基本方針といたしまして、本業に伴う損失につきましては今後の

収益により填補し、またのれん代の償却による損失につきましては資本の振替など資本政策により填補

し、配当可能額の確保ができるよう努めてまいりたいと考えております。 

つきましては、資本取引である株式交換により取得いたしました子会社株式について、会計処理によ

り発生いたしました株式評価損相当額を純資産の部の資本準備金から振り替えるとともに、利益準備金

及び別途積立金を全額取り崩すことにより欠損金の填補に充てるものであります。 

 

２． 資本準備金、利益準備金及び別途積立金の減少する額 

 

資本準備金 14,179,587,419円のうち 7,589,681,336円  

利益準備金      2,500,000円全額  

別途積立金      1,500,000円全額 

 

３．資本準備金、利益準備金及び別途積立金の額の減少の方法  

 

(1) 資本準備金  

会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金14,179,587,419円のうち7,589,681,336円を減少

させ、その他資本剰余金を 7,589,681,336 円増加させます。さらに、会社法第 452 条の規定に基づき、

その他資本剰余金のうち 7,589,681,336 円を減少させ、繰越利益剰余金を 7,589,681,336 円増加させ、

同額分の欠損を解消するものです。 

 

(2) 利益準備金  

会社法第 448 条第１項の規定に基づき、利益準備金 2,500,000 円全額を減少させ、繰越利益剰余金を

2,500,000円増加させ、同額分の欠損を解消するものです。  
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 (3) 別途積立金 

会社法第 452 条の規定に基づき、別途積立金 1,500,000 円全額を減少させ、繰越利益剰余金を

1,500,000円増加させ、同額分の欠損を解消するものです。 

 

４．日程  

(1) 取締役会決議日 平成21年 2月 26日  

(2) 株主総会決議日 平成21年 3月 30日（予定）  

(3) 効力発生日   平成 21年 3月 30日（予定）  

 

５．その他  

本件は「純資産の部」の勘定の振替処理であり、当社の純資産額に変動はなく、また業績に与える影

響はありません。  

なお、上記内容につきましては、平成 21 年 3 月 30 日開催予定の定時株主総会において、承認可決さ

れることを条件とします。  

以 上 

 


